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明るい滋賀県政をつくる会（略称・明るい滋賀の会）


　　　520-0051　大津市梅林１丁目3-30　滋賀県労連内


　　　　電話077-521-2536　　ﾌｯｧｸｽ077-521-2534


　　　　　　　郵便振替口座01090-5-33926


　　　E-mail: � HYPERLINK "mailto:shigaken-roren@aqua.plala.or.jp" �shigaken-roren@aqua.plala.or.jp�（県労連宛）











総選挙で日本共産党は、いまこそ戦後６０年続いた自民党政治を断ち切り、本物の改革をすすめるときであり、そのために日本共産党の議席倍増が必要だと訴えて選挙をたたかいました。しかし、メディアの第３極キャンペーンを打破するだけのとりくみができず、近畿ブロックで３議席から２議席に後退しました。みなさんの大きなご支援をいただきながら、情勢が求める結果を出せなかったことはたいへん悔しく、また申し訳なく思います。


　選挙結果の全体を見ると、最大の特徴は、自民党政治の枠を一歩も出ず、公約違反を重ねた民主党が大敗北を喫したことです。一方、議席を大幅に伸ばして政権に就いた自民党も、比例では有権者全体の１５％、選挙区でも２４％の支持を得たに過ぎません。民意と議席のギャップが今回ほど際立ったことはかつてなく、自民党は国民から信任を得たとは到底いえません。


　新しい政治を求める有権者の模索と探求が、発展の途上にあることも浮き彫りになりました。民主党政権への審判という積極的な面とともに、今回、維新や未








来、また消極的ながら自民党に投票したり、棄権にまわったりしたところに、それは示されています。さらにこの選挙では、国政で焦点になっているどの問題も国民的な決着はつきませんでした。


　たたかいはこれからです。多くの国民が、自民党が国会で圧倒的多数を占めたことに驚き、改憲や歴史認識をめぐって安倍政権の危険性に不安の声をあげています。自公政権が経済でも外交でも、破たんずみの古い政治を持ち出すだけで、行き詰まりを打開する展望をいっさいもてないでいることも明白です。


大局的に見れば、自民党型政治はいよいよ行き詰まり、新しい政治を求める激動の時代に入っています。私たちは、自公政権が民主や維新などとすすめる「増税連合」や「改憲連合」と正面から対決し、国民運動の高揚をつくりだすとともに、国民の模索の発展、日本の進路がかかった参院選で必ず躍進する決意です。





奥谷　和美（日本共産党滋賀県委員長）











知事選は来年、ぜひ、


出席下さい
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　（略称 教文会館）：大津駅下車・徒歩８分・駐車禁止です。


議題：活動方針、会計、役員改選、活動交流








護学校の大規模化解消のために新校建設の要求にこそ応えるのが県の責務です。また、隣接する福井若狭湾の原発群に対する県民の不安は高まっており、運転停止と廃炉を求める声は多数派となっています。


私たちは、来年度の予算編成を前に、緊急性の高い


課題を中心に、以下の事項を取りまとめましたので、２０１３年度の県政運営に反映されるよう要請します。


　　　　　　　　（要　請　項　目）





１、大飯原発は、ただちに運転停止するよう国と電力会社に申し入れること。速やかな原発ゼロの政治決断を求め、再生可能エネルギーへの転換を進めること。


２、消費税増税中止、ＴＰＰ参加反対を国に求めること。


３、県立高校の統廃合計画をやめること。３５人学級を早期に実施すること。


４、特別支援学校（養護学校）の新規増設をすすめること。


５、子どもと障害者などへの福祉医療費の無料化の拡充をはかること。


６、後期高齢者医療制度の早期廃止を国に求めること。


７、生活保護の受給権を保障し、実効ある就職支援を


行うこと。


８、「公契約条例」を制定し、中小企業活性化推進条


例をいかして、地域起こしと中小企業・業者育成を


はかること。


９、オスプレイの配備に反対し、饗庭野をはじめ県内で訓練飛行をさせないこと。


10、リニア中央新幹線、第二名神など不要不急の公共事業は中止させること。








　明るい滋賀県政をつくる会は、１月２８日、１３年度県予算と運営にかかわる要請書提出を、会に寄せられた個人署名とともに県知事あてに提出しました。会は、引き続き県民要求実現の運動を具体化し展開していくことにしています。


　





今、県民の暮らしは、深刻な不況のもとでかつてなく厳しい状況にあります。厚生労働省の『労働経済白書』（２０１２年版）が「日本経済においては需要不足が続いているが、国内需要の大きな割合を占める家計消費を押し下げている最大の要因は所得の低下である」と指摘するように賃金が下がり続け、雇用形態も非正規労働者が４割近くまで増加して勤労世帯に貧困が拡大し、自営業者もまた、仕事がなく収入低下が続く苦境に追い込まれています。


こうした中で、先の総選挙の結果を受けて誕生した自民党・安倍内閣は、「緊急経済対策」の２０兆円補正予算を決定しましたが、その内容は、大型公共事業バラマキと、貧困と格差を広げて破綻した小泉「構造改革」の焼き直しでしかありません。


こうした状況の中で、県民の生命（いのち）と暮らし、そして地域経済と営業を守るために、県が積極的な施策を展開することが求められています。また、当該地域住民と多くの県民の関心事である高校統廃合問題は、これまで財政事情を動機として経費削減の立場から強引に進められようとしてきましたが、最近、「手のひらを返したように」高校統廃合を大型公共事業推進のチャンスとして位置づけたとしか説明のしようがないものに転換してきています。子どもたちに豊かな教育環境を整えるという次元の発想の欠片もない「経費削減路線」や「ムダ遣い路線」の道具として扱うことは許されません。それよりも統廃合をやめ保護者や関係者が強く求める野洲養護学校や長浜養





























11:00-12:00　講演


12:00-14:00　コンサート・バザーなど


14:00-16:00  集会・パレード






































５日は、昨年１２月４日の個人請願で出された９８項目の要求について、


県が回答、再要請、話し合いが行われます。１３：３０～１４：００までは意思統一集会、１４：１５～１５：４５からは、４会場に分かれて、総務部、知事直轄、総合政策部、商工観光労働部、教育委員会、健康福祉部、土木交通部、農政水産部が対応します。

















